
議案第５８号  

 

 

柏原羽曳野藤井寺消防組合を組織する地方公共団体及び当該組

合が共同処理する事務の変更及びこれに伴う柏原羽曳野藤井寺

消防組合規約の変更に関する協議について  

 

 

柏原羽曳野藤井寺消防組合を組織する地方公共団体及び当該組合が共同処理する事

務を変更し、これに伴い柏原羽曳野藤井寺消防組合規約を変更することについて、地方

自治法 (昭和 22 年法律第 67 号 )第 286 条第１項の規定により関係市町村と協議するた

め、同法第 290 条の規定により議会の議決を求める。  

 

 

 

  令和５年８月 31 日  提出  

 

 

羽曳野市長  山入端  創     

  



提  案  理  由  

 

柏原羽曳野藤井寺消防組合を組織する地方公共団体及び当該組合が共同処理する事

務を変更し、これに伴い柏原羽曳野藤井寺消防組合規約を変更することについて、地方

自治法 (昭和 22 年法律第 67 号 )第 286 条第 1 項の規定により関係市町村と協議するた

め、同法第 290 条の規定により提案するものであります。  
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柏原羽曳野藤井寺消防組合規約の一部を改正する規約  

 

 

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約 (昭和 38 年 9 月 27 日大阪府知事許可 )の一部を次の

ように改正する。  

題名を次のように改める。  

大阪南消防組合規約  

第 1 条中「柏原羽曳野藤井寺消防組合」を「大阪南消防組合」に改める。  

第 2 条中「大阪府柏原市、羽曳野市及び藤井寺市 (以下「組合市」という。)」を「富

田林市、河内長野市、柏原市、羽曳野市、藤井寺市、太子町、河南町及び千早赤阪村 (以

下「関係市町村」という。 )」に改める。  

第 3 条第 1 号中「消防団に関する事務」の次に「並びに消防水利施設の設置、維持及

び管理に関する事務」を加え、同条第 2 号中「組合市」を「関係市町村」に改める。  

第 5 条を次のように改める。  

(議会の組織 ) 

第 5 条  組合の議会 (以下「組合議会」という。 )の議員の定数は、 18 人とし組合市の

選出区分は、次のとおりとする。  

(1) 富田林市  3 人  

(2) 河内長野市  3 人  

(3) 柏原市  3 人  

(4) 羽曳野市  3 人  

(5) 藤井寺市  3 人  

(6) 太子町  1 人  

(7) 河南町  1 人  

(8) 千早赤阪村  1 人  

第 6 条中「組合市」を「関係市町村」に改める。  

第 7 条第 1 項中「関係組合市」を「関係市町村」に改める。  

第 8 条中「組合市」を「関係市町村」に改める。  

第 10 条中「に管理者」の次に「 1 人」を加え、「 2 人」を「 7 人」に改め、「会計管理
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者」の次に「 1 人」を加える。  

第 11 条第 1 項及び第 2 項中「組合市」を「関係市町村」に改め、同条第 3 項中「の

属する市の会計管理者をもって充てる」を「が任命する」に改める。  

第 12 条中「組合市」を「関係市町村」に改める。  

第 13 条第 2 項中「地方自治法」の次に「(昭和 22 年法律第 67 号)」を加える。  

第 14 条中「職員」を「消防吏員その他の職員(以下「職員」という。)」に改め、同

条に次の 1 項を加える。  

2 前項の職員の定数は、組合の条例で定める。  

第 15 条第 1 項中「組合市の分賦金財産より生ずる収入」を「関係市町村の負担金、

補助金」に、「支弁する」を「充てる」に改め、同条第 2 項を次のように改める。  

2 前項の負担金は、公平性の観点から、関係市町村における当該会計年度 (地方債の元

利償還金については、当該地方債の借入年度。以下同じ。 )の前年度の基準財政需要

額 (地方交付税法 (昭和 25 年法律第 21 号 )第 2 条第 3 号に規定するものをいう。以下

同じ。 )の消防費の合計額に対する当該市町村の当該会計年度の前年度の基準財政需

要額の消防費の割合に応じた額とする。  

 

附  則  

(施行期日 ) 

1 この規約は、令和 6 年 1 月 1 日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 この規約の施行の日から令和 6 年 3 月 31 日までの適用については、第 3 条第 1 号

中「消防に関する事務」とあるのは「消防に関する事務 (柏原市、羽曳野市及び藤井

寺市に係るものに限る。)」とし、同条第 2 号中「関係市町村」とあるのは「柏原市、

羽曳野市及び藤井寺市」とする。  

3 この規約による改正後の大阪南消防組合規約第 15 条の規定は、令和 6 年度分の関

係市町村の経費の負担から適用し、令和 5 年度分の経費の負担については、なお従前

の例による。  

(負担金の額に係る経過措置 ) 

4 第 15 条第 2 項の規定にかかわらず、富田林市、河内長野市、太子町、河南町及び千

早赤阪村 (以下「 5 市町村」という。)の負担金の額は、別途 5 市町村で締結する協定
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書に定める期間においては、附則別表のとおりとする。  

(負担金の額に係る経過措置の延長等 ) 

5 関係市町村は、前項の期間が経過するまでに、同項の期間の延長及び当該延長に係

る 5 市町村の負担金の額について、所要の措置を講ずるものとする。  

(負担金の額に係る経過措置の終了 ) 

6 前項の延長に係る期間が経過した後における 5 市町村の負担金の額は、第 15 条第 2

項の規定の割合による額とする。  

附則別表  

市町村  経費負担  

富田林市  

河内長野市  

太子町  

河南町  

千早赤阪村  

(1) 関係市町村における当該会計年度の前年度の基準財政需要額

の消防費の合計額に対する当該市町村の当該会計年度の前年度

の基準財政需要額の消防費の割合に応じた額の 5 市町村の合計

額を算出する。  

(2) (1)で算出した額について、消防広域化検討会の試算に用いた

平成 27 年度から令和 2 年度までの消防費決算額（消防団費その

他特殊事業経費を除いた一般財源分に限る。）の平均額に応じて

按分した割合に応じた金額を 5 市町村それぞれが負担する。  

 



- 4 - 

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約 新旧対照表 

新 旧 

大阪南消防組合規約 

第 1章 総則 

(組合の名称) 

第 1 条 この組合は、大阪南消防組合(以下「組

合」という。)という。 

(組合を組織する地方公共団体) 

第 2 条 組合は、富田林市、河内長野市、柏原

市、羽曳野市、藤井寺市、太子町、河南町及び

千早赤阪村(以下「関係市町村」という。)をも

って組織する。 

(共同処理する事務) 

第 3 条 組合は、次に掲げる事務を共同処理す

る。 

(1) 消防に関する事務(消防団に関する事務並

びに消防水利施設の設置、維持及び管理に関

する事務を除く。) 

(2) 大阪府産業保安行政事務に係る事務処理

の特例に関する条例(平成 12 年大阪府条例第

6 号)の定めるところにより、関係市町村が

処理することとされた事務のうち、火薬類、

高圧ガス及び液化石油ガスに関する事務 

第 4条 省略 

第 2章 組合の議会 

(議会の組織) 

第 5条 組合の議会(以下「組合議会」という。)

の議員の定数は、18 人とし組合市の選出区分

は、次のとおりとする。 

(1) 富田林市 3 人 

(2) 河内長野市 3 人 

(3) 柏原市 3 人 

(4) 羽曳野市 3 人 

(5) 藤井寺市 3 人 

(6) 太子町 1 人 

(7) 河南町 1 人 

(8) 千早赤阪村 1 人 

(議員の選挙) 

第 6条 組合議会の議員は、関係市町村の議会に

おいてその議員の中からそれぞれ選挙する。 

2 選挙を行うべき理由が生じたときは、組合の

管理者は関係市町村の長に通知しなければなら

ない。 

3 第 1 項の選挙が終わったときは、関係市町村

柏原羽曳野藤井寺消防組合規約 

第 1章 総則 

(組合の名称) 

第 1条 この組合は、柏原羽曳野藤井寺消防組合

(以下「組合」という。)という。 

(組合を組織する地方公共団体) 

第 2条 組合は、大阪府柏原市、羽曳野市及び藤

井寺市(以下「組合市」という。)をもって組織

する。 

 

(共同処理する事務) 

第 3 条 組合は、次に掲げる事務を共同処理す

る。 

(1) 消防に関する事務(消防団に関する事務を

除く。) 

 

(2) 大阪府産業保安行政事務に係る事務処理

の特例に関する条例(平成 12 年大阪府条例第

6 号)の定めるところにより、組合市が処理

することとされた事務のうち、火薬類、高圧

ガス及び液化石油ガスに関する事務 

第 4条 省略 

第 2章 組合の議会 

(議会の組織) 

第 5条 組合の議会(以下「組合議会」という。)

の議員の定数は、12 人とし組合市の選出区分

は、次のとおりとする。 

柏原市 4 人 

羽曳野市 4 人 

藤井寺市 4 人 

 

 

 

 

 

(議員の選挙) 

第 6条 組合議会の議員は、組合市の議会におい

てその議員の中からそれぞれ選挙する。 

2 選挙を行うべき理由が生じたときは、組合の

管理者は組合市の長に通知しなければならな

い。 

3 第 1 項の選挙が終わったときは、組合市の長
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の長は直ちにその結果を組合の管理者に通知し

なければならない。 

(補欠選挙) 

第 7条 組合議会の議員に欠員を生じたときは、

関係市町村は、直ちに補欠選挙を行なわなけれ

ばならない。 

2 省略 

(議員の任期) 

第 8条 組合議会の議員の任期は、関係市町村の

議会の議員としての任期による。 

第 9条 省略 

第 3章 執行機関 

(執行機関の組織) 

第 10 条 組合に管理者 1 人、副管理者 7 人及び

会計管理者 1人を置く。 

(執行機関の選任) 

第 11 条 管理者は、関係市町村の長の互選によ

り選出する。 

2 副管理者は、管理者以外の関係市町村の長を

もって充てる。 

3 会計管理者は、管理者が任命する。 

 

(執行機関の任期) 

第 12 条 管理者及び副管理者の任期は、当該関

係市町村の長としての任期による。 

(監査委員) 

第 13条 1 省略 

2 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て

組合議会の議員及び地方自治法(昭和 22 年法律

第 67 号)第 196 条第 1項に規定する識見を有す

る者(次項において「識見を有する者」とい

う。)のうちから各 1人を選任する。 

3 省略 

(職員) 

第 14 条 組合に消防吏員その他の職員(以下「職

員」という。)を置く。 

2 前項の職員の定数は、組合の条例で定める。 

第 4章 組合の経費 

(経費支弁の方法) 

第 15 条 組合の経費は、関係市町村の負担金、

補助金、手数料その他の収入をもって充てる。 

 

2 前項の負担金は、公平性の観点から、関係市

町村における当該会計年度(地方債の元利償還

は直ちにその結果を組合の管理者に通知しなけ

ればならない。 

(補欠選挙) 

第 7条 組合議会の議員に欠員を生じたときは、

関係組合市は、直ちに補欠選挙を行なわなけれ

ばならない。 

2 省略 

(議員の任期) 

第 8条 組合議会の議員の任期は、組合市の議会

の議員としての任期による。 

第 9条 省略 

第 3章 執行機関 

(執行機関の組織) 

第 10 条 組合に管理者、副管理者 2 人及び会計

管理者を置く。 

(執行機関の選任) 

第 11 条 管理者は、組合市の長の互選により選

出する。 

2 副管理者は、管理者以外の組合市の長をもっ

て充てる。 

3 会計管理者は、管理者の属する市の会計管理

者をもって充てる。 

(執行機関の任期) 

第 12 条 管理者及び副管理者の任期は、当該組

合市の長としての任期による。 

(監査委員) 

第 13条 1 省略 

2 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て

組合議会の議員及び地方自治法第 196 条第 1項

に規定する識見を有する者(次項において「識

見を有する者」という。)のうちから各 1 人を

選任する。 

3 省略 

(職員) 

第 14条 組合に職員を置く。 

 

 

第 4章 組合の経費 

(経費支弁の方法) 

第 15 条 組合の経費は、組合市の分賦金財産よ

り生ずる収入、手数料その他の収入をもって支

弁する。 

2 前項の分賦金は、総額の 100 分の 20を組合市

の均等割とし、総額の 100 分の 80 を当該会計
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金については、当該地方債の借入年度。以下同

じ。)の前年度の基準財政需要額(地方交付税法

(昭和 25 年法律第 21号)第 2 条第 3号に規定す

るものをいう。以下同じ。)の消防費の合計額

に対する当該市町村の当該会計年度の前年度の

基準財政需要額の消防費の割合に応じた額とす

る。 

以下省略 

年度の前年度の 9月末日現在における組合市の

住民基本台帳に記録された世帯数に比例して組

合市に分賦する。 

 

 

 

 

以下省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


